別紙2

様式第3号（第9条関係）

　令和　　年　　月　　日

　富士吉田市長　堀内　茂　様
　　　　所在地
　　　　商号又は名称

　　　　代表者職氏名

プロポーザル参加申請書
次の件について、関係書類を添えてプロポーザルへの参加を申請します。

件　名：富士吉田市宿泊税制度周知業務　　　　　　　　　　
	富士吉田市の入札参加資格
	受付番号
	

	
	登録業種
	


申請にあたり、以下のことについて誓約いたします。
（１）富士吉田市入札参加有資格者名簿に登載され、当該契約案件に対応する種目について登録が認められた者であること。
（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第1項（同令第167条の11第1項において準用する場合を含む。）の規定に該当しないこと。
（３）富士吉田市の指名停止処分の期間中でないこと。

（４）営業停止処分は受けていないこと。

（５）提案意思確認書提出期限の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りは出していないこと。（不渡りによる取引停止処分を受けた場合、処分を受けた日から2年を経過していることを含む。）

（６）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立及び民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく民事再生手続開始の申立はしていないこと。
（７）富士吉田市暴力団排除条例（平成24年条例第16号）第2条第3号に規定する暴力団員等（以下この号において「暴力団員等」という。）又は暴力団員等がその役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）である法人でないこと。
（８）富士吉田市に納税義務がある参加者の場合にあっては、市税等の滞納がないこと。
（９）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）等に抵触していないこと。
（１０）企画提案書等作成のために富士吉田市より受領した写真及び資料は富士吉田市の許可なく公表及び使用することはできない。また企画提案書提出時に返却すること。
